
瀬田第二地域包括支援センター指定介護予防支援事業及び第１号介護予防支援事業運営規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は、｢大津市介護保険法に基づく指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例｣（平成２７年大津市条例第５４号）に基づき、瀬田

第二地域包括支援センター（以下「センター」という。）が実施する指定介護予防支援の事業及び第１号介護予防支援事業

（以下「事業」という。）の運営に係る重要事項を定めるものとする。 

（事業の目的） 

第２条 事業は、要支援又は介護予防・生活支援サービス事業対象の認定を受けられる状態にある高齢者（以下「利用者」

という。）の相談対応、介護予防サービス計画又は介護予防ケアマネジメントによる支援により利用者ごとに作成される計

画（以下「介護予防サービス・支援計画」という。）の作成、介護予防サービス事業者等との連絡調整、介護予防サービス・

支援計画の実施状況及び課題の把握、介護予防サービス・支援計画の達成状況評価等の支援を行うことを目的とする。 

（運営の方針） 

第３条 事業実施にあたっては、利用者の心身の状況、置かれている環境等に応じて、可能な限りその居宅において、現行

の状態の維持若しくは改善を図り、又は要介護状態となることを予防し、自立した日常生活を営むことが出来るよう配慮

することに努めるものとする。 

（事業所の名称等） 

第４条 事業を行う事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。 

（１）名称  瀬田第二地域包括支援センター 

（２）所在地 大津市大萱６丁目４番１６号 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第５条 事業に従事する職種、員数及び職務内容は、次のとおりとする。 

（１）管理者 １名 第２条に規定する事業の目的を達成するため、事業従事者の管理及び業務の管理を一元的に行うと

ともに、法令遵守の指揮命令を行うものとする。 

（２）保健師または看護師 １名以上 第２条に規定する介護予防サービス・支援計画の作成、介護予防サービス事業者

等との連絡調整等を専らの業務とする。 

（３）主任介護支援専門員 １名以上 第２条に規定する介護予防サービス・支援計画の作成、介護予防サービス事業者

等との連絡調整等を専らの業務とする。 

（４）社会福祉士 １名以上 第２条に規定する介護予防サービス・支援計画の作成、介護予防サービス事業者等との連

絡調整等を専らの業務とする。 

（５）介護支援専門員 １名以上 第２条に規定する介護予防サービス・支援計画の作成、介護予防サービス事業者等と

の連絡調整等を専らの業務とする。 

（６）その他補助職員 その他介護予防支援に関する知識を有する職員で、利用者の状況に準じて定めるものとする。 

２ 補助職員は、管理者及び介護支援専門員並びに社会福祉士並びに保健師または看護師の業務を補助するものとする。 

（営業日及び営業時間） 

第６条 事業の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

（１）営業日 月曜日から金曜日までとする。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び１２月２９日から１

月３日までを除く。 

（２）営業時間 午前９時００分から午後５時００分までとする。 

（事業の提供方法、内容及び利用料） 

第７条 センターは、事業の提供にあたり利用者に対し、センターの運営規程の概要、職員の勤務の体制その他利用者等の

サービスの選択に必要な重要事項を記した文書を交付するとともに説明を行い、介護予防支援を受けることに同意を得る

ものとする。 

２ 事業の提供方法及び内容は、大津市介護保険法に基づく指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防



支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２７年大津市条例第５４号）の規

定とする。 

３ 利用者等の相談を受ける場所は、センター又は利用者の居宅等とする。 

４ サービス担当者会議の開催場所は、センター、介護予防サービス事業所又は利用者の居宅等とする。 

５ 担当職員は、アセスメント時、サービス評価期間終了月及びその間の３ヶ月に１回並びに利用者の状況に著しい変化が

あったときは、利用者の居宅を訪問し面接するものとする。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サービスの

提供を開始する月の翌月から起算して３か月ごとの期間（以下この項において単に「期間」という。）について、少なくと

も２期間に１回利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の居宅を訪問しない期間において、テレビ電話装置等を

活用して、利用者に面接することができるものとする。 

（１）テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書により利用者の同意を得ていること。 

（２）サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治の医師、担当者その他の関係者の合意を得ているこ

と。 

   ア 利用者の心身の状態が安定していること。 

   イ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことができること。 

   ウ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングで把握できない情報について、担当者から提供を受ける

こと。 

６ 指定介護予防支援業務の実施に係る利用料は、介護報酬告示上の額とする。 

（通常の事業の実施地域） 

第８条 通常の事業の実施地域は、大津市内のうち瀬田北学区及び瀬田東学区等とする。 

（虐待防止のための措置に関する事項） 

第９条 虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

（１）虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、担当職員に周知徹底

を図ること。この場合における委員会は、テレビ電話装置等を活用する方法により開催することができるものとする。 

（２）虐待の防止のための指針を整備すること。 

（３）担当職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

（苦情処理） 

第１０条 第２条に規定する事業の実施に関しての利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、相談責任者を管理

者とし、苦情の内容を的確に把握し必要な措置を講ずるものとする。 

（事故発生時の対応） 

第１１条 利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに利用者の家族等に連絡を行うとともに、

必要な措置を行う。 

（その他運営についての留意事項） 

第１２条 事業従事者の質的向上を図るための研修の機会を設け、また、常に業務体制の整備に努める。 

２ 事業従事者は、業務上知り得た利用者又はその家族の情報につき、秘密を保持する義務を有することを十分自覚し業務

にあたる。 

３ 事業従事者は、従事者でなくなった後においても、利用者又は利用者の家族の情報について秘密を守るべき旨を、従事

者との雇用契約の内容とする。 

 （人権擁護・虐待防止） 

第１３条 事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を配置する等必要な体制の整備を行うとともに、

従業者に対し研修の機会を確保しなければならない。 

 （非常災害発生時の対応） 

第１４条 事業者は、非常災害発生の際にその事業を継続することができるよう、他の社会福祉施設等と連携し、協力する



ことができる体制を構築するよう努めなければならない。 

 （暴力団排除） 

第１５条 事業所を運営する事業者の役員及び事業所の管理者その他の従業者は、暴力団員（暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条第６号に規定する暴力団員をいう。次項において同じ。）ではないもの

とする。 

２ 事業所は、その運営について、暴力団員の支配を受けてはならない。 

附 則 この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 この規程は、平成１９年６月１日から施行する。 

附 則 この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 この規程は、平成２７年 7 月１日から施行する。 

附 則 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 この規程は、令和５年１０月１日から施行する。 

附 則 この規程は、令和６年４月１日から施行する。 


